
直税様式第２-１-13号 

法人の異動・変更(通算制度承認等事項)届 

 

 
税 務 部 

処理事項 

法人名 簿 電 算 入 力 整 理 簿  

   

 フ リ ガ ナ   

主たる事務所等 の 

所 在 地 

〒 

 

電話(   )    ―     

年   月   日  

 

 

 

岡山県  県民局長 殿 

県内にある主た る 

事務所等の所在地  

〒 

 

電話(   )    ―     

フ リ ガ ナ   

法 人 名  

法 人 番 号               

フ リ ガ ナ   

代 表 者 氏 名  

通算制度の承認等について，岡山県税条例(昭和29年岡山県条例第37号)第52条の２第２項の規定により届け出ます。 

１ 通算制度承認等に伴う事業年度等の事項 

通 算 法 人 の 種 類 
□ 通算親法人 

□ 通算子法人 
区 分 

□ 通算法人となった 

□ 通算法人でなくなった 

上記区分に該当することとなった事由 

□通算制度の承認を受けた 

□完全支配関係を有することとなった 

□通算制度の承認の効力を失った 

□通算完全支配関係を有しなくなる等の事実が生じた 

 (原因：                             ) 

□通算制度の取りやめの承認を受けた 

事 由 が 生 じ た 日        年  月  日 

通 算 親 法 人 の 最 初 事 業 年 度        年  月  日から     年  月  日まで 

通算子法人の適用開始事業年度        年  月  日から     年  月  日まで 

事 業 年 度 の 特 例 に 関 す る 事 項 

変
更
前 

通算制度の適用   □有    □無 

       年  月  日から     年  月  日まで 

変
更
後 

通算制度の適用   □有    □無 

       年  月  日から     年  月  日まで 

通算制度の適用   □有    □無 

       年  月  日から     年  月  日まで 

通算制度の適用   □有    □無 

       年  月  日から     年  月  日まで 

２ 通算親法人に関する事項(※この届出書を提出する法人が通算子法人の場合に記入してください。) 

フ リ ガ ナ    
法 人 

番 号 
              

法 人 名   

フ リ ガ ナ    

主 た る 事 務 所 等 

の 所 在 地 

〒 

電話(   )    ―     

県 内 に あ る 主 た る 

事 務 所 等 の 所 在 地 

〒 

電話(   )    ―     

備考 

添 付 書 類 
・事実を証する書類の写し 

・登記事項証明書の写し 
関 与 税 理 士 

電話(   )    ―     

   №411-4 

受 付 印 



 
記載要領 

１ この届出書は，岡山県内に事務所又は事業所を有する法人で，法人税法第64条の９第１項の承認を受け通算法人となったとき

（承認があったものとみなされる場合を含みます。）又は同法第64条の10の規定により通算法人でなくなったときに，通算制度

の承認又は失効等に伴って生じた地方税法第72条の13に規定する事業年度又は事業年度の特例及びその他の異動変更事項を届

け出る場合に使用してください。 

２ 「法人番号」欄には，法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規

定する法人番号をいう。）を記載してください。 

３ 「通算法人の種類」及び「区分」欄は，該当する「□」に「レ」を記入してください。 

４ 「上記区分に該当することとなった事由」欄は，該当する「□」に「レ」を記入してください。 

(1) 「通算制度の承認を受けた」には，承認があったものとみなされる場合を含みます。 

(2) 「通算完全支配関係を有しなくなる等の事実が生じた」とは，法人税法第64条の10第６項各号に掲げる事実が生じた場合

をいい，括弧内には，具体的な原因を記載してください。 

５ 「事由が生じた日」には，「上記区分に該当することとなった事由」が生じた日を記載してください。 

６ 「通算親法人の最初事業年度」欄には，通算親法人が，通算制度の承認を受けて最初の確定申告書をする又はした事業年度を

記載して下さい。 

７ 「通算子法人の適用開始事業年度」欄には，通算子法人がこの届出書を提出する場合に，法人税における通算制度により納税

を行う又は行った最初の事業年度を記載して下さい。 

８ 「事業年度の特例に関する事項」欄には，通算制度の承認又は失効等の事由が生じたために，地方税法第72条の13に規定する

事業年度の特例が生じた法人は，変更前と変更後の事業年度を記載し，当該事業年度における通算制度の適用の有無について該

当する「□」に「レ」を記入してください。 

９ 「２ 通算親法人に関する事項」には，この届出書を提出する法人が通算子法人である場合にのみ，通算親法人等の事項を記

載してください。 

10 「備考」欄には，上記２から９までの事項以外の事項について異動・変更がある場合又はその他特に必要がある場合に記載し

てください。 

11 「事実を証する書類の写し」については，次に掲げる書類の写しを添付してください。 

(1) 通算法人になった場合 

・通算制度の承認の申請書（新たに通算制度の適用を受けたとき） 

・完全支配関係を有することとなった旨を記載した書類（通算グループに後から加入したとき） 

・グループ一覧表 

(2) 通算法人でなくなった場合 

・国税庁長官の取りやめの承認の通知（通算制度の適用の取りやめの承認を受けたとき） 

・税務署長の処分の通知（青色申告の承認の取消しの処分を受けたとき） 

・税務署に提出した通算完全支配関係等を有しなくなった旨を記載した書類又は当該異動事項に関する届出書（上記以外） 

なお，この届出書を提出する法人が通算子法人である場合には，通算親法人から写しの交付を受け，提出してください。 

12 「登記事項証明書の写し」については，届出する異動事項に関し，登記事項の変更が伴う場合に限り登記事項証明書の写しを

添付してください。 

◎
ご
相
談
、
提
出
先
は
、
管
轄
区
域
の
事
務
所
に
お
願
い
し
ま
す
。 


